
























































































82年 83年84年 85年 86年 87年88年 89年90年 91年
1）県外受取総額 142881419614991 15524 14825 15236 15406 1684318359291
2）県外支払総額 118691工888119341211111687 11872 12089128工21373413996
1－2 24192308 30573413 1383364 331740314625295
3）移輸出総額 57725496 5942 5907 5468555756ユ363267368 7522
4）移輸入総額 991097859751 980591969064 92179834 1043810472
3－4 一4138一4289一3809一3898一3728 一3507一3604一3508一3070一2950
5）商品移輸出額 24702162 21402271 1844 1702 1684 2013 2735 2715
6）商品移輸入額 9513 9386 9294 934887／88549868692539823 9824
5－6 一7043一7224一7154 一7077 一6874 一6847 一7002 一7240 一7088一7109








































































































































































































































































































1987年 1988年 1989年19 0年 1991年1992年 1993年
中　国 5．30 6．29 6．42 4．84 5．076．07 6．14
図ユに同じ
表3：沖縄県の対マレーシア／インドネシア原油／粗手輸入額構成比推移（％）
1988年 1989年1990年 1991年 1992年 1993年
インドネシア 3㌔15 5．55 3．99 4．862．14 2．1




















1983年100．000 0 0 0 0 0 0 0 0．00
1984年100．000 0 0 0 0 0 0 0 0
1985年57．080 0 0 0 0 o 0 37．225．7
1986年43．880 0 0 0 0 0 0 56．120．00
1987年58．965．95 0 0 0 0 0 0 35．090．00
1988年69．2911．3219．380 0 0 0 0 0 0．61
ユ989年 49．976．87ユ9．43 3．65 5．28o 0．88 0 ユ2．48 1．44
1990年61．790．39 7．0218．845．15 0 0 4．84 0．531．41
1991年39．944．5516．7322．836．66 0 0．66 7．030 1．60
1992年29．223．4813．8824．8013．142．22 3．83 4．700 4．73






















































































































474 220 l15 54 86 26 103 22 28
　　日本は常圧蒸留装置のみ
　　出所『日本経済旧聞』1993年12月17日号
これを見ても分かるように日本は抜群の石油精製能力を持っている。先述し
た沖縄県の受託精製加工による石油製品輸出はこのような東・東南アジア地
域内部での石油製品供給不足に対応したものであった。その際，「率土」向け
移出の場合にはデメリットとして現れていた立地特性，即ち，「本土」からの
遠隔性が東・東南アジア地域から見れば，沖縄県の石油精製基地の競争相手
である「本土」内石油精製基地と比べると近接性として現れ，また割高な内
航輸送をしなくてもすむため輸送コストの面で「本土」内石油精製基地より
も価格競争力に優れているというメリットとなって現れたのである。
　つまり沖縄県の石油精製産業は，中近東および東・東南アジア地域から原
油・門下を輸入し，それを県内で精製・加工し「本土」へ移出するというパ
ターンから，東・東南アジア地域へ輸出するというパターンへ軸足を移しつ
つある。そしてそのことによって沖縄県の石油精製産業は再生しつつあるの
である。
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結 語
　以上の考察から最：初に提示した2つの論点，即ち，対「本土」依存度の縮
小現象の有無と対「本土」自立化の素子としての東・東南アジア地域との経
済関係の緊密化の実態，は以下のように言えるだろう。
　1．対「本土」依存度の縮小現象は沖縄県産業にとっての移出市場として
　　の「本土」の地位の後退という形でのみ見られる。そして沖縄県の移出
　　品目のほとんどは石油製品である。
　2．新たな開発振興戦略としての東・東南アジア地域との経済関係の強化
　　の実態はそのほとんどが石油関連貿易によって担われている。
　上記2つの事実は次の2つのことを意味している。1つは沖縄県経済が少
なくとも復帰後現在に至るまで対「本土」分業において適切な異化を行いえ
ていなかったことである。国であれ地域であれ開発途上地域の開発過程とは
先進地域を追いかけることである。その際に生産性格差の縮小（技術ギャッ
プの縮小等）という意味での対先進地域同化過程が見られると同時に先進地
域との役割分担，即ち，分業関係の形成という異化過程が進行する，あるい
はするべきである。ところが少なくとも石油精製産業に限って言うならば，
沖縄県経済は「本土」経済との適切な異化に失敗している。その結果が石油
製品「本土」市場の後退であり対「本土」収支の赤字幅の拡大である。した
がって沖縄県経済の移輸出市場として見た場合の対「本土」依存度の低下は
沖縄県側の積極的な要因によって生じたものではなく，「本土」市場の狭さ
あるいは寸陰化，言い換えるならば日本経済のアブソーバーとしての限界が
主要因である。
　ここに「本土」経済との対等な分業関係が無理ならば東・東南アジア地域
との対等な分業関係を模索しようとする動きがでてくる背景がみてとれる。
　もう1つは東・東南アジア地域との経済関係の緊密化が，「南の拠点」，
「南の国際交流拠点」，「貿易国家琉球王国」といったイメージとはほど遠い
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ことである。すでに繰り返し述べているように，沖縄県経済の「国際化」＝
東・東南アジア地域との経済関係の緊密化は石油関連貿易によって急速に進
んでいる。このことは石油関連貿易以外，少なくとも石油製品輸出以外に沖
縄県側から東・東南アジア地域へ輸出する品目が極めて少ないということを
示唆している。いわば沖縄県は東・東南アジア地域の東隣に浮かぶ東・東南
アジア地域向け石油精製基地の島なのである。石油関連産業は従来，あまり
大きく取上げられないか否定的に取上げられる傾向が強かったが⑤，現実は
沖縄県の石油関連産業は東・東南アジア地域の急速な経済成長という状況の
中で沖縄県経済の現在および今後の可能性を考察する際に欠くべからざる分
析対象なのである。沖縄県経済の「本土」経済からの離脱，東・東南アジア
地域経済への接近は「北と南のかけ橋」という形ではなく，「本土」向け石油
精製基地が東・東南アジア向けのそれに転換したにすぎないとも言える（6＞。
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（5）例えば新垣［1991コや高槻［1992コ
（6）本稿では沖縄県の移輸出入品目のほとんどを占める石油関連品目に関する貿易に焦
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　地域からの製品あるいは食料品輸入の動向，等である。これらの論点については稿を改
　めて論じるつもりである。
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